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要　　旨
　本研究の目的は、高齢者施設における看護・介護スタッフの職業性腰痛に対する看護・介護管理者の問
題意識、および組織的な腰痛予防対策を明らかにすることである。対象は、北陸 ３ 県にある医療・介護療
養病床、介護老人保健施設、特別養護老人ホームの看護・介護スタッフの管理者29人である。方法は、構
造化面接調査を行い、職業性腰痛に対する問題意識の有無とその内容、腰痛予防教育実施の有無とその内
容、腰痛保護ベルトの紹介実施の有無とその方法について、記述的に分析を行った。また、施設が所有し
ている移乗支援機器の種類と台数、ベッドの種類と台数は、量的に施設別で記述的に分析を行った。その
結果、どの施設における管理者であっても80％以上が職業性腰痛に対する問題意識をもち、理由として

「腰痛が原因で欠勤 ・ 離職につながる」が多かった。また対策として、腰痛予防教育は、どの施設でも、
50％以上の割合で、実施されていた。なお、腰痛保護ベルトの紹介は療養病床75.0％、老健28.6％、特養
16.7％の施設で行われており、電動で高さ調節できるベッドの総ベッド台数は、療養病床32.9％、老健49.5
％、特養85.3％と、これらの項目においては、施設による違いがみられた。以上より、管理者が看護・介
護スタッフの職業性腰痛を定期的に把握し、スタッフ個人ではなく組織的な腰痛予防対策につなげていく
ため、教育内容や移乗支援機器の活用状況を継続的に評価し、検証を深める必要性が示唆された。
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はじめに
　近年、日本人の平均寿命は伸び続け、65歳以上
の総人口に占める割合は平成17年（2005年）20.2
％から平成25年（2025年）30.5％まで増加すると
予想されている 1 ）。この急速な高齢化に伴い高齢
者の医療・介護への社会的需要が高まり、高齢者
が治療・療養することを目的とした施設の数、お
よび入居高齢者の平均要介護度は増加傾向にある。 
高齢者が治療・療養する施設として代表的なもの
として、病院の療養病床や介護療養型医療施設

（以下、療養病床とする）、介護老人保健施設（以
下、老健とする）、特別養護老人ホーム（以下、
特養とする）などがある。入居高齢者の要介護度
は、家庭復帰のためのリハビリテーションを担う
老健に比べ、医療依存度が高い療養病床や生活全
般の介護を担う特養が高い。そのため施設により
高齢者のケアに携わる看護・介護スタッフ（以下、 
スタッフとする）のケアに伴う心身負担は異なる
と考えられる。
　一方、高齢者のケアに携わる看護・介護スタッ
フ（以下、スタッフとする）の職業性腰痛が問題
となっている。スタッフの腰痛有訴率は約 ５ − ８
割と高く、休職や離職につながり深刻化してい 
る ２ ，３ ）。先行研究より、中腰や持ち上げなどの作
業姿勢 ４ ，５ ）が影響要因として指摘され、対策と
してベッドの高さ調節 ６ ）や移乗介助を支援する
福祉用具 ７ ）（以下、移乗支援機器とする）による
腰部負担軽減が明らかにされてきた。また、「介
護労働者設備等整備モデル奨励金」が導入され、
移乗支援機器の導入が推奨されている（厚生労働
省，2009）。これらは労働環境の問題であり、施
設における管理者の視点が重要であると考える。
しかし、スタッフの職業性腰痛を管理上の観点か
らとらえた研究は少ない。このため、高齢者施設
における看護・介護スタッフの管理者（以下、管
理者とする）の職業性腰痛に対する問題意識や組
織的な対策を捉えることで、スタッフ個人の取り
組みだけでは困難な労働環境や労働態様の改善に
つながるのはないかと考えた。
　そこで本研究の目的は、管理者のスタッフの職
業性腰痛に対する問題意識、および組織的な腰痛
予防対策を明らかにすることである。

用語の定義
　 1 ．職業性腰痛：職業性危険因子で発症し、労
働環境、労働態様の改善によって減少する腰痛 ８ ）

であり、痛みの程度、頻度にかかわらず腰部にだ

るさや痛みを生じたもので月経痛を除くもの
　 ２ ．看護・介護スタッフ：日勤帯・夜勤帯の両
方に勤務している看護師、准看護師、介護福祉士、
ヘルパー、その他のケア実施者

研究方法
　 1 ．対象
　高齢者の療養・治療を目的とした高齢者施設と
して、北陸 ３ 県のＩ県Ｋ市を中心に療養病床、老
健、特養における看護・介護スタッフの管理者を
対象者とした。選定方法は、看護・介護スタッフ
のうち看護師の割合が多い療養病床を中心に、電
話帳に記載されている療養病床、老健、特養（計
44施設）に電話し、研究協力を依頼した。その結
果、同意の得られた管理者を対象者とした。
　 ２ ．調査期間
　2008年 9 月〜11月
　 ３ ．調査項目および収集方法
　事前に対象者に把握したい調査項目を直接手渡
しし、後日研究者 ２ 名が面接を行った。なお、承
諾を得られた場合はテープレコーダーに録音し
た。調査項目は、①スタッフの腰痛に対する管理
者の問題意識の有無とその内容、②腰痛をもつス
タッフの把握実施の有無とその方法、③腰痛予防
教育の実施の有無とその内容、腰痛予防教育を実
施していない理由④腰痛保護ベルトの紹介実施の
有無とその方法、⑤所有している移乗支援機器の
種類と台数、⑥所有しているベッドの種類と台数
についてであった。
　 ４ ．分析方法
　スタッフの職業性腰痛に対する管理者の問題意
識の有無、腰痛をもつスタッフの把握実施の有無、 
腰痛予防教育の実施の有無、腰痛保護ベルトの紹
介実施の有無、所有している移乗支援機器の種類
と台数、所有しているベッドの種類と台数につい
ては単純集計を行い、施設別に記述した。また、
自由回答で得られた、スタッフの腰痛に対する管
理者の問題意識の内容、腰痛をもつスタッフの把
握方法、腰痛予防教育の内容、腰痛予防教育を実
施していない理由、腰痛保護ベルトの紹介方法に
ついては、 ３ つの施設を通して類似した内容に分
類した。
　 ５ ．倫理的配慮
　本研究は、金沢大学医学倫理委員会の承認を得
て行った（承認番号158）。対象者のプライバシー
保護に配慮し、面接は個室で行った。また、参加
拒否権を保証し署名によって同意を得た上で行っ
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た。データは個人・従事施設が特定できないよう
に匿名化を行い厳重に保管し、研究目的以外に使
用せず公表は学内外の発表や学術論文への投稿に
用いることの了解を得た。

結　　果
　 1 ．対象者の概要
　北陸 ３ 県の高齢者施設のうち、療養病床、老健、
特養29施設の管理者29人とした。施設の内訳は、
療養病床16施設（最小44−最大492床）、老健 ７ 施
設（91−230床）、特養 ６ 施設（50−120床）であ
った。管理者の役職は、看護部長（総師長）17人、
看護師長（科長、係長） ６ 人、介護部長（師長）
３ 人、介護主任 ２ 人であった。なお特養 ６ 施設中、
介護部長（師長）・ 介護主任 ５ 人と介護職の管理
者であった。
　 ２ ．管理者のスタッフの職業性腰痛に対する問
題意識
　スタッフの職業性腰痛に対して「問題意識をも
っている」と答えた管理者は、療養病床13人（81.3
％）、老健 ７ 人（100.0％）、特養 ５ 人（83.3％）で
あった（表 1 ）。問題意識の内容は、「腰痛が原因
で欠勤・離職につながる」が14人（58.3％）と多
く、次いで「スタッフが腰痛予防対策をとらない」

５ 人（20.8％）、「利用者へのケアに影響が出る」、
「組織的な教育や環境改善が必要である」であっ
た（表 ２ ）。また、問題意識の内容に施設による
差はなかった。
　スタッフの腰痛を把握している管理者は、療養
病床10人（62.5％）、老健 ４ 人（57.1％）、特養 ４
人（66.7％）であった（表 1 ）。把握する方法と
して、「師長や主任などの管理者からの報告」が、
８ 人（34.8％）と多く、次いで「直接本人の訴え
を聞く」、「健康診断時」、「現場スタッフとの日常
会話」「腰痛バンドの半額補助申請書類から」で
あった。また、把握する方法に施設による差はな
かった。
　 ３ ．組織的な腰痛予防対策
　腰痛予防教育を「実施している」と答えた管理
者は、療養病床 9 人（56.3％）、老健 ４ 人（57.1％）、
特養 ３ 人（50.0％）であった（表 ３ ）。腰痛予防
教育の内容は、「介護技術の実地を含めた勉強会」
が、14人（60.8％）と最も多く、次いで「腰痛の
しくみについての講義」、「福祉用具の学習会」で
あった（表 ４ ）。一方、腰痛予防教育を実施して
いない理由として、「スタッフの主体性に任せて
いて、管理の範囲ではないから」、「管理者に腰痛
予防知識がないので実施できないから」、「他に優

表 ２ 　問題意識の内容＊

ｎ＝25

内　　　　　　　　　　　　　　容 人（％）
１．腰痛が原因で欠勤・離職につながる

・勤務のローテーションや内容の変更をしなければならない
・仕事に支障が出て、離職や人員の不足になる
・有訴者がすごく多いことから、業務内容がハードなのではないかと思う

２．スタッフが腰痛予防対策をとらない
・一人で行ったり、福祉用具を使う時間を惜しんで、マンパワーに頼ってしまう
・腰痛が当たり前になってしまう

３．利用者へのケアに影響がでる
・患者へのケアの低下が生まれる
・スタッフにも利用者にも支障
・腰をかばうことによって行動制限をすることによって利用者とのコミュニケーションの不足が生まれる

４．組織的な教育や環境改善が必要である
・新採用時の研修をもっと重視したい
・施設のハード面での改良が望ましい

14（58.3）

5（20.8）

3（12.5）

2（8.4）

＊複数回答

表 １ 　腰痛に対する問題意識と把握の有無
人（％）

療養病床
ｎ＝16

老健
ｎ＝７

特養
ｎ＝６

問題意識をもっている はい
いいえ

13（81.3）
3（18.8）

7（100.0）
0（　0.0）

5（83.3）
1（16.7）

腰痛をもつスタッフの把握を行っている はい
いいえ

10（62.5）
6（37.5）

4（57.1）
3（42.9）

4（66.7）
2（33.3）
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先すべきことがあるから」があげられた。
　腰痛保護ベルトの紹介を「行っている」と答え
た管理者は、療養病床12人（75.0％）に対して、
老健 ２ 人（28.6％）、特養 1 人（16.7％）と少なか
った（表 ３ ）。紹介する方法として、「サンプルや
パンフレットの展示」が 9 人（42.9％）と多く、
次いで「受診して処方してもらうよう勧める」、

「口頭による紹介」、「施設側からの支給、あるい
は購入代金の補助」があげられた（表 ５ ）。また、
腰痛保護ベルトの紹介方法については、施設によ
る差はなかった。
　移乗支援機器として、動力を使い持ち上げ・移
動を行うリフターは、天井走行式が療養病床 1 施

設（ ２ 台）、老健 1 施設（ 1 台）であり、床走行
式が療養病床 ２ 施設（ ２ 台）であった。また、ベ
ッドと車椅子間をボード上で滑らせるトランスフ
ァーボードは、療養病床 ４ 施設（10枚）、老健 ３
施設（ ３ 枚）が所有していた（表 ６ ）。
　施設の総ベッド台数における電動調節可能なベ
ッドの占める割合は、特養424台（85.3％）が多く、
老健465台（49.5％）、療養病床865台（32.9％）で
あった（表 ７ ）。療養病床は、手動調節可能なベ
ッドが991台（37.6％）と電動調節より割合が多か 
った。一方、高さ調節不可能なベッドは、療養病
床で761台（28.9％）、老健で264台（28.1％）であ
った。

表 ４ 　腰痛予防教育の内容＊
ｎ＝16

内　　　　　　　　　　　　　　容 人（％）
１．介護技術の実地を含めた勉強会

・移乗介助
・オムツ交換の技術
・ボディーメカニクス、古武術
・腰痛体操

２．腰痛のしくみについての講義
・柔道整復師による骨のメカニズムの講義
・理学療法士、医師による腰痛の原因や腰痛のメカニズム

３．福祉用具の学習会
・情報プラザや業者による福祉用具の体験
・機器の使用方法の説明

14（60.8）

6（26.1）

3（13.1）

＊複数回答

表 ５ 　腰痛保護ベルトの紹介方法＊
ｎ＝15

内　　　　　　　　　　　　　　容 人（％）
1 ．サンプルやパンフレットの展示

・業者からのパンフレットや見本が病棟に回っている
・サンプルが総看護師長室にあり、見ることができる
・採用時健診時に、ベルトの見本を見せて、装着してみせて推奨している

２ ．受診して処方してもらうよう勧める
・腰痛の症状があれば外来受診で必要であれば処方

３ ．口頭による紹介
・職員がお互いに医師により勧められたベルトを紹介しあう
・口頭によるベルトの紹介を行う

４ ．施設側からの支給、あるいは購入代金の補助
・新採用のケアスタッフには採用時に全員にベルトを配布している
・ベルト購入代金を半額補助している
・採用時健診時に、ベルトの見本を見せて、装着してみせて推奨
・ベルトは全員支給。ベルトは受診してもらってくる

9（42.9）

5（23.8）

4（19.0）

3（14.3）

＊複数回答

表 ３ 　腰痛予防教育とベルトの紹介の有無
人（％）

療養病床
ｎ＝16

老健
ｎ＝７

特養
ｎ＝６

腰痛予防教育を実施している はい
いいえ

9（56.3）
7（43.8）

4（57.1）
3（42.9）

3（50.0）
3（50.1）

腰痛保護ベルトの紹介を行っている はい
いいえ

12（75.0）
4（25.0）

2（28.6）
5（71.4）

1（16.7）
5（83.3）
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考　　察
　 1 ．管理者のスタッフの職業性腰痛に対する問
題意識について
　管理者の80％以上がスタッフの職業性腰痛に問
題意識を持っており、「腰痛が原因で欠勤・離職
につながる」という内容が14人（56％）と多かっ
た。先行研究では、特養の介護業務責任者の約70
％が問題意識を持ち、スタッフの休職・離職を懸
念していることが報告されている 9 ）。本研究より
療養病床、老健も同様の結果であり、管理者にと
ってスタッフの腰痛問題は、人員不足につながる
重要事項であると考えられる。腰痛の健康診断に
ついて、「職場における腰痛予防対策指針」（厚生
労働省，1994）では、腰部に著しい負担のかかる
作業に常時従事している介護者に対して、配置前
とその後 ６ ケ月以内ごとに実施することが示され
ている10）。しかし、本結果より管理者は、腰痛を
もつスタッフの把握は、約60％しか行っておら
ず、自己申告など曖昧な方法であった。イギリス
やオーストラリアではスタッフの腰痛に対して定
期的な申告を義務付けるなど法的な腰痛予防対策
が取り入れられているのに対し、日本では管理方
法が確立されていない。そのため、各施設に腰痛
予防対策が任されており、有効な対策につながり
にくいと考える。
　一方、「スタッフが腰痛予防対策をとらない」
という内容が ５ 人（20％）だった。先行研究では、 
夜勤帯の排泄介助においてスタッフが腰部に過度
な負担がかかる前傾や前屈、腰をひねる姿勢を繰
り返すことが報告されている11）。こうした作業に
よる腰部負担を軽減する対策として、適宜休憩を
取る、他の作業と組み合わせるなど同一姿勢を続
けないことが考えられる。そのため管理者には、
スタッフ個人に過度な負担がかからぬよう複数介
助や休憩のとれる勤務体制作りなど労働環境や労
働態様の改善が求められる。以上より、管理者が
今後スタッフの腰痛を定期的に把握し、組織的な
腰痛予防対策を図る必要性が示唆された。

　 ２ ．高齢者施設における腰痛予防対策について
　どの施設でも50％以上が、腰痛予防教育を実施
しており、その内容としては、「介護技術の実地を 
含めた勉強会」が多かった。また、腰痛保護ベル
トの紹介は、療養病床75.0％に対して、老健28.6％、 
特養16.7％と少なく、施設により違いがあった。
先行研究より、ボディメカニクスに基づく介助方
法や移乗支援機器の利用が腰部負担を軽減するこ
とが報告されている ７ ，12）。本結果から腰痛予防教 
育として「介護技術の実地を含めた勉強会」が多
かったことから、腰痛保護ベルトの紹介よりもス
タッフ個々の腰痛予防に関する知識や技術を高め
る方法が積極的に取り組まれていると考えられる。 
しかし、腰痛体操や運動などは、時間不足や方法 
・効果が実感できず継続が困難13）との報告もあり、 
教育内容や腰痛保護ベルトをケア時にどのように
活用しているか、腰部負担の軽減効果などを継続
的に調査し、より有効な腰痛予防対策を確立して
いく必要性があると考える。
　移乗支援機器の所有については、どの施設でも
所有台数が少なかった。先行研究ではリフターに
関して、使用時に乗り降りに手間がかかり、落下
の危険性を感じるため使用割合が低かったと報告
されている14，15）。そのため移乗支援機器を導入す 
るだけではなく、スタッフが安心して積極的に使
用できるような教育も必要であると考える。一方、 
電動調節可能なベッドの割合は特養が85.3％と、
療養病床32.9％、老健49.5％に比べて高かった。
特養では、終の住みかとする入居高齢者も多く、
日常生活上の世話を必要とするため、医療依存度
が高く治療が優先される療養病床などに比べて、
可動性に優れた電動ベッドが用いられるのではな
いかと考える。しかし、スタッフがケア時に実際
ベッド昇降する施設は約 1 割にすぎない16）との
報告もあり、今後は実際の電動調節の活用状況を
把握し、腰痛予防をスタッフ個人に推奨するだけ
でなく、組織的に腰痛をもつスタッフを支援し、
効果的な腰痛予防対策を精選していく必要性が示
唆された。

表 ６ 　移乗支援機器所有施設数
施設数（所有台数）

療養病床
ｎ＝16

老健
ｎ＝７

特養
ｎ＝６

天井走行式リフター 1（ 2） 1（1） 0（0）

床走行式リフター 2（ 2） 0（0） 0（0）

トランスファーボード 4（10） 3（3） 0（0）

表 ７ 　施設別のベッドの台数とその内訳
台数（％）

療養病床
ｎ＝16

老健
ｎ＝７

特養
ｎ＝６

施設の総ベッド台数
電動調節
手動調節
高さ調節不可能
畳または布団

2633
865（32.9）
991（37.6）
761（28.9）
16（ 0.6）

940
465（49.5）
191（20.3）
264（28.1）
20（ 2.0）

497
424（85.3）
65（13.1）
6（ 1.2）
2（ 0.4）
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研究の限界と今後の課題
　今回の研究では、対象とした施設が 1 地域の少
ない施設であり、施設の特徴を明らかにすること
ができなかった。今後は対象施設の数を増やすと
ともに、それぞれの施設の平均介護度とその対策
との比較を行い、より施設の特徴に効果的な対策
を精選していくことが必要であると考える。また、 
導入されている支援機器類の活用度や、実践され
ている腰痛予防教育などの組織的な取り組みの現
場での活用度やその効果を検討することも必要で
あると考える。

結　　論
　 1 ．スタッフの職業性腰痛に対して問題意識を
もつ管理者はどの施設でも80％以上であり、「腰
痛が原因で欠勤・離職につながる」という内容が
最も多かった。
　 ２ ．組織的な腰痛予防対策として、腰痛予防教
育がどの施設でも、50％以上の施設で、行われて
おり、その内容は、「介護技術の実地を含めた勉
強会」、「腰痛のしくみについての講義」、「福祉用
具の学習会」などであった。また、腰痛保護ベル
トを紹介している施設は腰痛保護ベルトの紹介は、 
療養病床75.0％、老健28.6％、特養16.7％の施設
で行われており、施設による違いがみられた。
　 ３ ．組織的な腰痛予防対策として、リフターや
トランスファーボードを所有する施設は少なかっ
た。しかし、施設が所有している電動調節可能な 
ベッドは総ベッド台数の療養病床32.9％、老健
49.5％、特養85.3％であり、施設によって割合に
差がみられた。
　以上より、管理者が看護・介護スタッフの職業
性腰痛を定期的に把握し、教育内容や移乗支援機
器の活用状況と合わせて検証を深めることで、ス
タッフ個人ではなく組織的な腰痛予防対策につな
がることが示唆された。
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